
人口 面積 人口密度 人口集中地区人口 産業構造

人

人

％ 就 人 人 人

人 業 ％ ％ ％

人 人 人 人 人

％ 口 ％ ％ ％

千円 千円 千円

1 歳入総額 Ａ ① 過疎

2 歳出総額 Ｂ ② 農工

3 歳入歳出差引額 Ｃ ③ 山村振興

（Ａ-Ｂ） 4 低開発

4 繰越すべき財源 Ｄ 5 人口急増

5 実質収支 Ｅ ⑥ 特定農山村

（Ｃ-Ｄ）

6 単年度収支 Ｆ 1 ごみ 8 消防救急

7 積立金 Ｇ 2 し尿 9 職業訓練

8 繰上償還金 Ｈ 3 火葬場 10 山林

9 積立金取崩し額 Ｉ 4 道路 11 介護保険

10 実質単年度収支 Ｊ 5 伝染病 12 その他

（Ｆ+Ｇ+Ｈ-Ｉ） 6 [　　　　　]

7 結核予防

　※　４ページ債務負担行為支出予定額に再掲

一 般 職 員 等 特 別 職 員 等

千円

千円
有

無
世帯

無

無
人

無

無
円

無

無
円

無

円

一人当たり平均月額(円）

（平成29年4月1日現在の状況）

302,000

789,000

654,000

－

568,000

375,000

326,000

普通会計からの繰入

142,861

221,299

41,025

416,218

496,763

3,943

519,266 3

13

-

17

14

職員数
[人]

8

5

163,124

11,350 1

1,823

国民健康保険（直診）

162

158,621

96

介護保険（事業）

農業集落排水

下水道

議 員

8,791

区 分
報 酬 改 定
実 施 年 月 日

給 料 月 額 Ｂ

4,405,166

-

平成17年10月1日

15

-

14,480,625

副 市 長

議 会 議 長

区 長

教 育 長

336

293,678

#VALUE!

306,726

[平均額]

副 議 長

平成17年10月1日

市 町 村 長88,579,291 平成17年10月1日

平成17年10月1日

－

平成28年4月1日

平成17年10月1日

103,059,916

一 般 職 員

うち技能労務職員

支給月額 B/A

職 員 数 Ａ 一 人 当 た り の

311,899

314,276

314,276

その他

計　　※

284

債 務 負 担
行 為 30 年 度
以 降 支 出
予 定 額

区 分

131,377

臨 時 職 員

消 防 職 員 52

合 計

収 支 額

普 通 会 計 から の繰 入 額

加 入 世 帯 数

被 保 険 者 数

51,457

262,324

4,052

6,488

物件取得

損失補償等

教 育 公 務 員

[平均額]

人 円

知的障害者施設

計

区 分

財 政 調 整 基 金

7　産業の振興

8　教育・文化

5　保健医療

6　環境保全

66,896 263,022

614,878 424,346

1,299,557

土地開発基金
現 金

土 地

439,541

62,603

381,626 152,625

49.620.8

20,164,261 19,920,795

100,000

13,855

826,864

3,034

9　その他

減 債 基 金

そ
の
他
特
定
目
的
基
金
の
状
況

1　庁舎等建設

253,106

指 定 団 体 等 の 状 況

事 務 の 共 同 処 理 状 況

460,175

３ 次

4,424 7,212

31.0 50.5

4,162 6,979

2　国際化推進

3　地域基盤

4　社会福祉

355,804

1,904,724

Ⅰ－0

Ⅰ－Ⅰ

平成29年度財政状況

（決算カード）

市 町 村 名

032085 市 町 村 類 型コ ー ド 番 号

29.6増減率

住
基
人
口

２ 次区 分

18.4平成17年10月1日
　遠野市と宮守村の新設合併
　併　厚生・消防一部事務組合編入

28,062

29,331

△ 4.3

27,504

28,098

国
勢
調
査

27年

22年

増減率

29.3.31

126,920

825.97 34.0

ｋ㎡ １ｋ㎡当　人

30.3.31

-
１ 次

平成28年度区 分

21,158,407 20,974,250

平成29年度 29年度末残高

994,146 1,053,455

379,268 629,109

△ 2.1

190,532 162,541

257,990

ふ り が な岩 手 県

22年

国勢調査

とおのし

遠野市

27年昭和35年10月1日以降の合併の状況

29年度交付税

種 地 区 分

2,632

2,923

国勢調査

国
保
会
計
の
状
況

遠野東工業団地整備 0
82,050

11,665

収 支 額
[千円]

水道

一 世 帯 当 た り の
保 険 税 徴 収 額

国民健康保険（事業） 51,458

法適
用の
有無

事 業 名

被 保 険 者 一 人 当 た り の
保 険 税 徴 収 額

417,814
被 保 険 者 一 人
当 た り の 費 用

公
営
企
業
等
の
状
況

介護保険（サービス）

後期高齢者医療

－１－



市町村名    遠野市 類型  

歳　入 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

市 町 村 税 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

徴収率

Ⅰ－０

29 年 度
％ ％ ％

決 算 額 経常一般財源 構 成 比 27 年 度 28 年 度27 年 度
％

28 年 度 29 年 度
％ ％千円 千円 ％

特別地方消費税交付金

自動車 ・ 軽 油交 付 金

2,769,986

302,889

3,343

487,704

53,014

4,711

地 方 債

区 分

寄 附 金

繰 入 金

地 方 交 付 税

諸 収 入

国 庫 支 出 金

国有提供施設交付金

県 支 出 金

財 産 収 入

内 訳
普 通

特 別

交通安全対策交付金

分 担 金 ・ 負 担 金

使 用 料

手 数 料

繰 越 金

配 当 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 税

地 方 譲 与 税

利子割・ｺﾞﾙﾌ場交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

1,028,932

1,053,456

740,356

2,044,000

53,014

6,983,100

6,983,100

126,064

2,475,342

1,497,743

83,425

64,715

7,743,477

6,983,100

760,377

3,258

126,217

536,555

85

2,769,986

302,889

3,343

487,704

10

3,258

7,405 0.1

26.1

65.7

12.5 13.1 2.7 △ 2.7

1.4 4.8 △ 0.3

2.6 2.5 △ 2.2 △ 0.6

49.1

34.8

554.0

0.0 1.5 △ 57.5

4,711

42.3

△ 19.7

100.0

11.8

0.0

38.7

6.3

0.7

0.6

32.4

0.0

0.0

0.0

2.4

2.8

0.0

0.3

65.7

126.5

2.2 2.2 2.3 65.5 △ 9.4 5.8

0.0

41.3 36.6 △ 0.2 3.5 △ 10.6

13.1

#DIV/0!

0.2 0.2 0.3 11.1 △ 1.7 42.9

33.1 33.0 0.1

3.6 △ 1.3 98.2

△ 6.5

8.2

△ 2.5

△ 1.5

10.1 10.8 11.7 △ 21.7 △ 1.4 9.3

0.6 0.6 △ 2.4 △ 3.3

－

△ 82.3

7.1 15.1 △ 17.9 12.9

5.9 4.8 5.0 44.6 △ 25.2 4.4

0.1 0.4 0.3 △ 16.9 228.1 △ 21.3

2.3 0.4

3.5

△ 41.0 34.7

△ 21.5

2.4合 計 10,628,72521,158,407

3.8 3.3 4.9

9.7 1.9

3.5 3.4 3.5 9.9

50.7

市 町 村 民 税
個人分

法人分

866,118

318,955

29.8

区 分
決 算 額 基 準 税 額 × 超過課税収入額

千円 100/75       千円 千円 ％

897,636

216,668 48,925

内
訳

特 別 土 地 保 有 税

法 定 外 普 通 税

目的税

入 湯 税

都 市 計 画 税

そ の 他

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 町 村 た ば こ 税

鉱 産 税

97.1

合 計

区 分

旧 法 に よ る 税

合 計 2,651,987

％ ％

4.6

0.5

28 年 度

100.0100.0

11.3 7.2

7.1 6.3

％ ％ ％

27 年 度 28 年 度 29 年 度29 年 度

0.0 0.0 0.0 0.0

0.3

5.4

1.3 1.5

97.9 37.2 95.3

合 計

95.2

95.4

98.7

5.0 2.6

27 年 度

44.8

純固定資産税

市町村民税

△ 6.4 0.9100.0

△ 10.9

1,291,677

351,366

574,971

343,093

22,247

90,784

202,452

土 地

家 屋

償 却 資 産

市 町 村 交 付 金

2,769,986

1,223,464

320,793

540,931

332,077

33.0

現 年 課 税 分 滞 納 繰 越 分

22,542

223,880

29,663

90,339

△ 0.8

132,329

12.7

26.4

△ 1.8

11.0 10.4 12.3 4.3

83,404

23,086

37,776

△ 32.7 26.5

45.3 50.3 46.6 △ 0.8 16.3 5.4

29.8 31.3

13.9 8.9 11.5

0.6

0.9 7.9 0.8 △ 1.5

15.5

△ 3.1 △ 0.0

△ 1.4 △ 0.2

20.2 19.6 20.8 △ 2.7 1.5 3.8

13.2 12.4

－

－

1.9

△ 2.8 △ 7.9

2.6 3.1

8.4 7.8 7.3 △ 1.2

3.3 23.1 3.6

#DIV/0!

－

#DIV/0!

－

5.4

－

100.0 99.9 100.0

8.6 1.27,769 7,769 0.1 0.0 0.0 0.0

△ 0.4

0.6 0.6

0.7

13.9 △ 16.9

△ 56.0

0.0 0.0 0.0 △ 3.4 △ 8.7 △ 4.6

株式等譲渡所得割交付
金 5,451 5,451 0.1 0.0 0.0 0.0

△ 43.3 28.0

△ 62.2 164.2

－2－



市町村名  遠野市 類型

性質別歳出 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

千円

千円

千円

千円

目的別歳出 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

△ 2.5 0.2

0.1 △ 0.8

％ ％ ％ ％

29 年 度 27 年 度 28 年 度 29 年 度

 Ⅰ- 0

決 算 額 一 般 財 源
千円 千円

うち経常
一般財源

経常収
支比率

補 助 費 等

人 件 費

う ち 職 員 給

扶 助 費

公 債 費

物 件 費

内
訳

小 計

維 持 補 修 費

区 分

3.0

5.8

2,826,436

1,877,133 1,877,133

2,802,687 922,880

2,630,762

区 分 決 算 額
千円

一 般 財 源
％

積 立 金

投資及び出資金･貸付金

繰 出 金

うち一部事務組合負担金

％

27 年 度 28 年 度 29 年 度 27 年 度

1.1

1,852,895 249,804

750,680 48,598

418,069

％ ％

27 年 度 28 年 度

％

・経常経費充当の
　一般財源

9,768,013

・歳入一般財源

13,196,242

10,628,725

％ ％ ％

△ 21.2

28 年 度 29 年 度普通建設事 業費
千円

579,744

335,670

638,462

121,764

合 計

元 利 償 還 金

一 時 借 入 金 利

う ち 人 件 費

普 通 建 設 事 業

補 助 事 業

単 独 事 業

災 害 復 旧 事 業

失 業 対 策 事 業

教 育 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

4,856,952

1,371,261

前 年 度 繰 上 充 用 金

小 計

投 資 的 経 費

合 計

議 会 費 151,605

内
訳

2,556,634

2,955,939

前年度繰上充用金

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

20,164,261

2,364,384

千円

12,202,096

151,605

3,824,382

3,345,461 2,133,494

348,365 335,670

1,583,590 914,423

2,630,132 2,556,004

630 630

8,389,388 6,305,950

1,772,988 1,570,922

7,950,491 5,478,077

123,447 123,447

518,720 441,051

381,367 82,517

36,782 36,782

3,073,702 369,471

119,6671,220,807

219,150

1,269,161 1,000,594 44,375

11,103,525

12,280 3,570

3,938,115 2,089,164 1,199,585

752,181 135,079

1,265,762 534,538

864,624 372,816 113,090

1,822,735 1,086,596 778,159

20,164,261 12,202,096 3,073,702

0.8

21.7

0.1

5.5

0.0

565,984 510,192 49,726

1,930,102

750,680 48,598

2,630,762 2,556,634

△ 2.8

26.6 21.6 19.5 60.8 △ 25.5 △ 8.7

0.8 0.8 △ 1.7 △ 5.9

△ 0.6

7.1 6.5 6.3 △ 19.6 △ 17.2 △ 1.5

24.124.5 0.9 2.8

△ 16.0

7.5 7.0 6.8 4.8 △ 14.6 △ 1.5

0.10.1 △ 70.9 △ 26.9

△ 16.0

△ 14.6 20.1

4.35.2 26.8 △ 14.9

8.1 7.6 9.0 16.3

△ 1.1

8.2 8.6 9.6 △ 26.6 △ 3.7 12.2

2.8 16.62.9 △ 65.22.2

129.9

12.2 13.6 13.0 6.2 1.1 △ 2.8

3.71.6 △ 96.2 9,168.7

100.0 100.0 100.0 1.2

0.0

0.0

3,533,711

24.9

16.9

8.3

23.0

23.0

0.0

6,234,302

1,979,835

2,760,407

1,877,133

917,261

2,556,634

2,556,004

630

△ 0.4

13.6

5.2

31.8

13.8 14.8

8.6 9.3

56.2

17.8

3.0

14.7 △ 0.8

9.3 △ 1.0

0.0 △ 1.0

0.7

1.7

8.2

1.5

4.4 △ 3.9

38.8 1.4

1.4 1.1

13.012.2

0.0 0.0

6.2

1.1 △ 2.86.2

1.1 △ 2.7

△ 5.5 △ 59.1

13.912.8

13.012.2 13.6

14.6

0.9 △ 2.1

15.4 17.1 16.6 2.7 1.2 △ 1.8

41.543.0

75.8

△ 57.0

1.9

2.6 45.8

△ 30.83.2 62.5

7.5 7.5 7.9 △ 22.2 △ 8.2 5.9

1.7

1.0

1.8 2.4

0.6

△ 3.4 5.9

△ 41.1 △ 7.4

△ 51.1

8.7 8.8 27.4

0.0

37.2 37.7 39.6 2.9 △ 7.5 5.8

△ 2.3 1.9

△ 27.0 △ 0.3

0.3 0.2 0.2 1.0 △ 19.5

18.919.324.0 11.2

16.2 12.1 161.3

10.9

△ 12.4

9.3 △ 23.1△ 30.8
・経常一般財源
  総額（歳入）

5.9 △ 48.0

△ 33.213.415.217.7

△ 38.1

24.0

7.8 5.6

△ 8.8

0.0 1.6 3.7 △ 96.2

1.2100.0 100.0 100.0 4.2

0.0

9,168.7 129.9

(減収（特）・臨財を加

(減収（特）・臨財

－3－



類 型

年　度　 27年度 28年度 29年度
　区　分

千円 千円 千円

1,927,879 2,028,360 1,904,724

（ 91.8 ） （ 96.7 ） （ 91.9 ）

注 １ 　経常収支比率欄の（　）は，減収補てん債（特例分）及び臨時財政対策債を除いた率である。
　 ２   自主財源 ＝ 地方税＋分担金・負担金＋使用料・手数料＋財産収入＋寄附金＋繰入金＋繰越金＋諸収入
　 ３   一般財源 ＝ 地方税＋地方譲与税＋地方交付税＋利子割交付金＋地方消費税交付金＋ゴルフ場利用税交付金
　　　　　　　　  ＋特別地方消費税交付金＋自動車取得税交付金＋地方特例交付金

3,668,425

280,081

11.4 13.5 13.3

21,437,749

7,650,537 7,549,272

13,286,365

20,432,325 20,001,224

8,151,384

3,813,749 1,363,421

12,781,788 12,451,952

0 0 0

218,843 219,14624.9 24.2

1,996,565 427,532 314,276

9,631,437 9,645,133 9,523,807

1,523,955 1,683,368 1,678,807

2,673,409 2,777,634 2,726,284

11,337,636 10,851,290 10,857,211

0.28 0.29

4,566,373

29.1 30.4

95.7 97.9

175.7

87.1

4.8

8.1 0.7

4.5 3.3

（旧市） Ⅰ－１
（旧村） Ⅱ－１

（旧市） Ⅰ－１
（旧村） Ⅱ－１

815,155 717,663 460,175

交付税種地区分

財政調整基金現在
高

市 町 村 名 遠野市 Ⅰ－０

3.9 5.7

41.3 53.8

12.031.9

年　度　
　区　分

（旧市） Ⅰ－１
（旧村） Ⅱ－１

0.27

3,925,342

基準財政需要額

災害復旧等に係る
基準財政需要額

減債基金現在高

債務負担行為支出
予定額

財政力指数
（３ヶ年平均）

積立金現在高

債務負担行為額

実質公債費比率

地方債現在高

国保会計財政調整
基金現在高

内
訳

そ の 他

4,178,638

公債費の標準財政規模
に対する割合

経常収支比率

地方債現在高比率

23.6

30.9

38.5 33.8

97.1

実質収支比率

地方債比率

公債費比率

債務負担行為支出予定
額を加えた公債費比率

政 府 資 金

県 貸 付 金

基準財政収入額

標準財政規模

2.3

54.4

22.8

公債費負担比率

起債制限比率

168.7

自主財源比率

経常一般財源比率

一般財源比率

普通建設事業費の
うち一般財源等比率

債務負担行為比率

積立金現在高比率

債務負担比率

26.7 23.6

11.1 10.2

14.7 18.4

18.8

29年度

172.4

88.092.6

40.8

9.6

10.3

19.418.9

27年度 28年度

1.3.31

5.28.1

3.8

40.3

12.6

普通建設事業費のうち
一般財源等の比率

実質収支

〇 地方債比率 ＝
地方債充当額

普通建設事業費
〇 一般財源比率 ＝

一般財源
歳入総額

〇 地方債現在高比率＝
経常一般財源収入額

標準財政規模 一般財源等（一般財源振替分等を含む）
地方債現在高

＝

〇

〇 積立金現在高比率

〇 経常一般財源比率

＝
積立金現在高
標準財政規模

債務負担行為比率 ＝
翌年度以降の債務負担行為支出予定額に充当する一般財源

標準財政規模　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額

〇 債務負担比率 ＝
標準財政規模　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額

債務負担行為の当該年度支出に充当した一般財源

〇 自主財源比率 ＝
自主財源
歳入総額

＝
標準財政規模＋臨時財政対策債発行可能額

〇 ＝
一般財源等充当額（一般財源振替分等を含む）

普通建設事業費

実質収支比率〇

－4－
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実質収支（02表） 614,878

標準財政規模（00表） 10,857,211

一般財源（05表01～13行3列＋5列） 11,378,344

歳入総額（05表33行１列） 21,158,407

一般財源等充当額（一般財源振替分等を含む）(13表12行11列） 369,471

普通建設事業費（13表12行01列） 3,073,702

地方債充当額（13表12行10列） 1,255,248

普通建設事業費（13表12行01列） 3,073,702

公債費充当一般財源（13表32行１１列） 2,556,634

一般財源総額（歳入一般財源）（05表31行3列＋5列） 13,196,242

債務負担行為の当該年度支出に充当した一般財源（37表）

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表） 10,857,211 - 1,678,807

翌年度以降の債務負担行為支出予定額に充当する一般財源（37表）

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表） 10,857,211 - 1,678,807

積立金現在高（29表06行4列） 3,668,425

標準財政規模（00表） 10,857,211

自主財源（04表より計算） 6,529,706

歳入総額（05表31行１列） 21,158,407

経常一般財源収入額（05表33行5列） 10,628,725

標準財政規模（00表） 10,857,211

地方債現在高（33表） 20,001,224

一般財源等（一般財源振替分等を含む）（13表41行11列） 11,381,602

公債費（13表32行） 2,630,762

標準財政規模（00表） 10,857,211

国庫支出金及び県支出金充当額（13表12行） 596,949 + 103,341

普通建設事業費（13表12行）

その他

○　公債費比率（債務含む） 35表（ア－オ）※＋37表05行16列（公債費に準ずる債務負担行為） 877,827 + 67,577

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表）

○　公債費比率 35表（ア－オ）※ 877,827

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表）

※公債費充当一般財源（繰上償還額及び転貸債償還額に係る分を除く）－　災害復旧費等に係る基準財政需要額

5.66

〇 一般財源比率 ＝ ＝ 53.777 53.8 53.78

〇 実質収支比率 ＝ ＝ 5.663 5.7

12.02

〇 地方債比率 ＝ ＝ 40.838 40.8 40.84

〇
普通建設事業費のう
ち一般財源等の比率

＝ ＝ 12.020 12.0

19.37

〇 債務負担比率 ＝
67,577

＝ 0.736 0.7 0.74

〇 公債費負担比率 ＝ ＝ 19.374 19.4

3.3 3.32

〇 積立金現在高比率 ＝ ＝ 33.788 33.8 33.79

〇 債務負担行為比率 ＝
304,896

＝ 3.322

30.86

〇 経常一般財源比率 ＝ ＝ 97.896 97.9 97.90

〇 自主財源比率 ＝ ＝ 30.861 30.9

〇 国県支出金比率 ＝ ＝ 22.783 22.8

175.73

〇
公債費の標準財政規
模に対する割合

＝ ＝ 24.231 24.2 24.23

〇 地方債現在高比率 ＝ ＝ 175.733 175.7

＝ ×1,000 ＝ 95.640 95.6 95.64
9,178,404

22.78
3,073,702

＝ ×1,000 ＝ 103.003 103.0 103.00
9,178,404

地方税，分担金及び負担金，使
用料，手数料，財産収入，寄附
金，繰入金，繰越金，諸収入


